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(百万円未満切捨て)

１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 1,953 － △424 － △522 － △374 －

2024年３月期第１四半期 － － － － － － － －

(注) 包括利益 2025年３月期第１四半期 △374百万円( －％) 2024年３月期第１四半期 －百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 △37.96 －

2024年３月期第１四半期 － －
(注)2024年３月期第２四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、2024年３月期第１四半期数値及び対前年同

四半期増減率については記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 29,212 6,612 22.6

2024年３月期 26,609 7,431 27.9

(参考) 自己資本 2025年３月期第１四半期 6,612百万円 2024年３月期 7,431百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 0.00 － 45.00 45.00

2025年３月期 －

2025年３月期(予想) 0.00 － 96.00 96.00

(注)直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 33,000 48.1 4,300 105.7 4,000 124.1 2,700 186.2 273.61

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 社（社名） 、除外 社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料７ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年３月期１Ｑ 9,960,000株 2024年３月期 9,960,000株

② 期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 87,224株 2024年３月期 87,224株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 9,872,776株 2024年３月期１Ｑ 9,857,364株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料２ページ「１．当四半
期決算に関する定性的情報(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、当社は、前第２四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。よって、前年同四半期と

の比較は行っておりません。

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善、インバウンド需要等により緩やかな

回復基調で推移しているものの、長引く物価高による消費マインドの停滞や円安の進行に伴う原材料・燃料価格の

高騰、中東情勢や中国経済の先行き懸念等、依然として不透明な状況が続くことが見込まれます。

当社グループが属する不動産業界におきましては、2024年上半期の首都圏マンションの供給戸数は、前年上期か

ら13.7％減の9,066戸と３年連続の減少となりました。平均価格は13.5％下落し7,677万円、平米単価は12.4％下落

し115.7万円と平均価格、平米単価のいずれも過去最高値だった前年同期から大幅に下落する状況となりました

（(株)不動産経済研究所調べ）。

実需向けマンション価格の高騰を背景に、賃貸マンションへの入居需要は旺盛にあることから、安定した収益が

見込める東京のレジデンス向け賃貸不動産への投資需要は引き続き旺盛であると捉えております。

このような状況の中、当社グループは城南３区を中心に、新築一棟ＲＣマンション「ＧranＤuo」シリーズの企画

開発を推進するとともに、新たな暮らし方を提案する高級賃貸レジデンス「THE GRANDUO」、高級ＲＣ戸建邸宅

「THE GRAN HAUS」の開発を推進し、商品力の強化に積極的に取り組みました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高1,953,881千円、営業損失424,980千円、経常損失

522,310千円、親会社株主に帰属する四半期純損失374,804千円となりました。なお、当社グループの経営成績は主

要事業である不動産投資支援事業の物件竣工時期による業績への影響が大きく、当連結会計年度においては下期に

竣工引渡しが集中する予定となっており、計画は順調に進んでおります。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①不動産投資支援事業

不動産投資支援事業につきましては、不動産商品１件、建築商品１件を販売いたしました。売上高1,733,367千

円、セグメント損失468,506千円となりました。

②不動産マネジメント事業

不動産マネジメント事業につきましては、管理戸数が堅調に増加したことから、売上高220,513千円、セグメン

ト利益43,525千円となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間における総資産は、29,212,566千円となりました。主な内訳は、現金及び預金が

2,989,091千円、仕掛販売用不動産が17,720,363千円、販売用不動産が3,119,130千円、完成工事未収入金が

1,526,333千円であります。

負債は、22,599,759千円となりました。主な内訳は、長期借入金が14,029,231千円、1年内返済予定の長期借入金

が4,294,339千円、工事未払金が1,194,949千円であります。

また、純資産は、6,612,806千円となりました。主な内訳は、資本金が681,120千円、資本剰余金が641,599千円、

利益剰余金が5,350,413千円であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2025年３月期の通期の業績予想につきましては、2024年５月15日の「2024年３月期決算短信〔日本基準〕（連

結）」で公表いたしました通期の業績予想からの変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,300,581 2,989,091

完成工事未収入金 1,573,220 1,526,333

販売用不動産 2,863,116 3,119,130

仕掛販売用不動産 12,819,741 17,720,363

前渡金 174,241 137,052

営業出資金 294,349 74,349

その他 190,155 147,480

流動資産合計 23,215,407 25,713,802

固定資産

有形固定資産

建物 975,574 975,574

構築物 15,124 15,124

機械及び装置 101,514 101,514

車両運搬具 36,748 37,836

工具、器具及び備品 61,040 63,226

土地 1,236,128 1,236,128

減価償却累計額 △402,512 △415,554

有形固定資産合計 2,023,619 2,013,850

無形固定資産

のれん 726,317 698,381

その他 38,224 35,507

無形固定資産合計 764,541 733,889

投資その他の資産 605,874 751,023

固定資産合計 3,394,035 3,498,763

資産合計 26,609,442 29,212,566
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 1,379,188 1,194,949

短期借入金 559,487 1,143,487

１年内返済予定の長期借入金 4,016,308 4,294,339

１年内償還予定の社債 96,000 96,000

未払金 134,579 128,754

未払法人税等 47,256 2,419

前受金 648,243 648,092

未成工事受入金 359,442 255,003

預り金 337,871 368,473

賞与引当金 143,925 82,133

アフターコスト引当金 40,513 34,084

工事損失引当金 39,081 52,564

訴訟損失引当金 － 4,050

その他 67,210 92,802

流動負債合計 7,869,108 8,397,155

固定負債

社債 89,000 62,000

長期借入金 11,099,855 14,029,231

役員退職慰労引当金 1,945 2,483

その他 117,830 108,889

固定負債合計 11,308,632 14,202,604

負債合計 19,177,740 22,599,759

純資産の部

株主資本

資本金 681,120 681,120

資本剰余金 641,599 641,599

利益剰余金 6,169,492 5,350,413

自己株式 △60,089 △60,089

株主資本合計 7,432,122 6,613,043

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 △421 △236

その他の包括利益累計額合計 △421 △236

純資産合計 7,431,701 6,612,806

負債純資産合計 26,609,442 29,212,566
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

売上高 1,953,881

売上原価 1,746,154

売上総利益 207,726

販売費及び一般管理費 632,707

営業損失（△） △424,980

営業外収益

保険解約返戻金 260

還付加算金 328

その他 150

営業外収益合計 738

営業外費用

支払利息 63,986

支払手数料 21,561

登録免許税 4,926

その他 7,594

営業外費用合計 98,068

経常損失（△） △522,310

税金等調整前四半期純損失（△） △522,310

法人税、住民税及び事業税 605

法人税等調整額 △148,112

法人税等合計 △147,506

四半期純損失（△） △374,804

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △374,804
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

四半期純損失（△） △374,804

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 184

その他の包括利益合計 184

四半期包括利益 △374,619

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △374,619
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首から適

用しております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等の注記）

当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント 合計
(注)不動産投資支援事業 不動産マネジメント事業

売上高

外部顧客への売上高 1,733,367 220,513 1,953,881

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － －

計 1,733,367 220,513 1,953,881

セグメント利益又は損失
(△)

△468,506 43,525 △424,980

(注) セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

減価償却費 16,009千円

のれんの償却額 27,935 〃
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月13日

株式会社フェイスネットワーク

取締役会 御中

東陽監査法人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 田 中 章 公

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 山 昌 一

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社フェイスネットワークの2024年４月１日か

ら2025年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）及び第１

四半期連結累計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。



株式会社フェイスネットワーク(3489) 2025年３月期 第１四半期決算短信

9

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半

期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実

性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結

論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成

基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRL データ及び HTML データは期中レビューの対象には含まれていません。


